別紙様式 １
※冒頭の番号は貴社の文書番号を念頭にしています。個人の場合等は記載なしで構いません。　　　　　番　　　号
印紙貼付欄　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
	※15,000円の
印紙をここに
おはり下さい。


登録実施機関：
（一社）日本森林技術協会
理事長　　　小島　孝文　殿
※以下に登録申請者に関する情報をお書き下さい。
 　　　　　　　　　　　　　 所在地：　〒　　－
　　　　　
氏名又は名称：
代表者の氏名：
登
録
申
請
書
合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 48 号。以下「法」という。）第８条の規定に基づく木材関連事業者の登録を受けたいので、同法第９条の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
１ 登録事項等
（１）第一種木材関連事業又は第二種木材関連事業の別
	区　　分
	記入欄

	①第一種木材関連事業
	　　□

	②第二種木材関連事業
	　　□


※該当する区分にレ印。両方に該当する場合は両方にレ印を付してください。
（２）製造、加工、輸入、販売、輸出、建築又はバイオマス発電の事業の別
	区　　分
	記入欄

	③木材等の製造、加工、輸入、輸出又は販売をする事業
	　　□

	④木質バイオマスを用いて発電した電気を電気事業者に供給する事業
	　　□


※該当する区分にレ印。両方に該当する場合は両方にレ印を付してください。
（３）合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる部門、事務所、工場又は事業場
	部門、事務所、工場、事業場の名称
	所　在　地
	事業内容

	
	〒　　－
	

	
	〒　　－
	

	
	〒　　－
	


※複数ある場合、列挙してください。（欄が不足する場合は追加して記入して下さい。）
※「２　添付書類」の(3)にもありますが、確認のため、HPの写しや「事業概要」「会社概要」など、「工場等の名称、所在地」が記されており、照合・確認ができる資料を添付して下さい。
※「事業内容」の欄には、(1)と(2)でレ印を付した、「①又は②、又は両方」「③又は④、又は両方」の番号を記入して下さい。
（４）合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる木材等の種類　　及び
（５）合法伐採木材等の利用を確保するための措置を講ずる木材等の１年間の重量、体積、面積又は数量の見込み

①
第一種木材関連事業に関するもの（別表ⅱ）
	木材の種類
	取扱い見込み数量
	単位

	①　　丸太
	
	m3

	②-1　ひき板
	
	m3

	②-2　角材
	
	m3

	③-1　単板
	
	m3

	③-2　突き板
	
	m3

	④-1　合板
	
	m3

	④-2　単板積層材
	
	m3

	④-3　集成材
	
	m3

	⑤-1　木質ペレット
	
	BDT 

	⑤-2　チップ
	
	BDT 

	⑤-3　小片
	
	BDT 


※取り扱いが想定される「木材の種類」全てについて、直近１年間に取り扱うと見込まれる「取扱い見込み数量」を記入して下さい。
※該当がない場合は「数量」欄に「－」を記入して下さい。
※「木質ペレット」などで「単位」は、絶乾重量（BDT）を用いて下さい。
②
第二種木材関連事業に関するもの（別表ⅱ）
	木材の種類
	取扱い見込み数量
	単位

	①　　丸太
	
	m3

	②-1　ひき板
	
	m3

	②-2　角材
	
	m3

	③-1　単板
	
	m3

	③-2　突き板
	
	m3

	④-1　合板
	
	m3

	④-2　単板積層材
	
	m3

	④-3　集成材
	
	m3

	⑤-1　木質ペレット
	
	BDT 

	⑤-2　チップ
	
	BDT 

	⑤-3　小片
	
	BDT 


※取り扱いが想定される「木材の種類」のうち、登録の対象とするものについて、直近１年間に取り扱うと見込まれる「取扱い見込み数量」を記載して下さい。
※該当がない場合は「数量」欄に「－」を記入して下さい。

※「木質ペレット」などで「単位」は、絶乾重量（BDT）を用いて下さい。
（６）登録の対象とする木材等の原材料となっている樹木の樹種及び伐採された国又は地域（第１種木材関連事業のみ）（別表ⅲ）
	木材の種類
	樹　種
	伐採された国又は地域

	①　　丸太
	スギ
ヒノキ
	○○県
○×県

	②-1　ひき板
	
	

	②-2　角材
	
	

	③-1　単板
	
	

	③-2　突き板
	
	

	④-1　合板
	
	

	④-2　単板積層材
	
	

	④-3　集成材
	
	

	⑤-1　木質ペレット
	
	

	⑤-2　チップ
	
	

	⑤-3　小片
	
	


※上の(4)(5)で取り扱うこととした木材の種類について、主要な樹種ごとに、直近１年間に取り扱うと見込まれる「伐採された国名又は地域（都道府県名等）名」を記載して下さい。
※該当がない欄には「樹種」欄に「－」を記載して下さい。
２
添付書類
※別紙として資料を付する場合は、以下の欄にもその旨（「別添資料１」参照、など）を記載して下さい。
（１）合法伐採木材等の利用を確保するための措置を適切かつ確実に講ずる方法について
① 確認に関すること
	例）第一種木材関連事業の場合
判断基準省令に基づいて、所要の情報を収集するとともに、国の提供する情報等を踏まえた確認を行います（なお、確認できない時の追加的措置に努めている旨を記載）。
例）第二種木材関連事業の場合
木材等を譲り受けた際に受け取る納品書、請求書に記載された情報、あるいはカタログ、ホームページ等により確認します。


※緑字の林野庁HPにある記載例も参考に、取り扱う木材等の原材料の合法性の確認について、判断基準省令に定める方法により的確に行うことを明確に（できれば、より具体的な記述で）記載して下さい。
また、「森林認証制度及びCoC認証制度を活用した証明方法」、「森林・林業・木材産業関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法」及び「個別企業等の独自の取組による証明方法」並びに都道府県等による森林や木材等の認証制度の取得を行っている場合には、その内容を下の表に記載して下さい。　　
	各種制度の名称
	認定事業者としての記号・番号等

	
	

	
	

	
	


※「２　添付書類」の(3)にもありますが、確認のため、上の表に記載した「認定事業者であること」を証する書類の写しを添付して下さい。
②
木材を譲り渡す時のこと
	例）第一種木材関連事業の場合
納品書等に、以下の情報を記載しています。

ア　確認を行ったこと及び合法性の確認ができた場合はそのことを記載しています。
イ　受けている登録、認証や認定について記載しています。
例）第二種木材関連事業の場合

　　納品書、カタログ、ホームページ等に合法性の確認された木材等であることを記載して譲り渡しています。


　　　　※販売先等が確認できる、どのような書類にどのような記載をしているのかを記載して下さい。（木材等の消費者への販売、建設業、バイオマス発電を行っている場合等を除きます。）
　　　　※「２　添付書類」の(3)にもありますが、上の情報の記載がある納品書等の例（印刷された未使用のものでも可）を付して下さい。
③
記録の管理に関すること
	例）合法性の確認のために入手した伐採の合法性を示す書類及び追加的資料の入手等を含めた確認の記録を台帳に整理し、５年間保管しています。


　　　　※判断基準省令第５条に掲げる事業の区分ごとに、同条各号に書かれている書類の保管に関する方法

等を記載しますが、それぞれの事業で同じ方法で行っている場合はまとめて一つの方法を記述して下
さい。
（２）体制の整備について
①

合法伐採木材等の分別管理に関すること
	例）「合法性が確認された丸太」と「それ以外の丸太」をヤードで区分して管理しています、といった具体的な分別管理の方法を記載します。


　　※「木材等を直接消費者に販売する場合」等は除いて記載して下さい。
　　※「２　添付書類」の(3)にもありますが、可能であれば、分別管理の実際がわかる写真（１葉以上）を添付して下さい。
②
責任者の設置に関すること
	工場等の名称
	役　職
	氏　名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※部門、事務所、工場又は事業場において、合法性の確認、書類の譲渡し、記録の管理及び分別管理を適切に実施するために配置している責任者の方の役職及び氏名を記載して下さい。
※１の(3)で部門、事務所、工場又は事業場が複数あり、それぞれに責任者が異なる場合は、個別に記載して下さい。
③
その他の必要な体制整備に関すること
	例）クリーンウッド法に従い、「合法性が確認された木材」と「それ以外の木材」を適切に分別管理することや「合法性が確認された木材」の積極的な普及を図ることなどを定めた行動規範を定めています、といった取り組みを記載します。


　　　　　※「２　添付書類」の(3)にもありますが、記載した行動規範や調達方針等については、写しを添　　
　　　　　付して下さい。
（３）
その他必要な書類
※以下の書類をこの申請書とは別に添付して下さい。
①
個人の場合：住民票の写し
②
法人の場合：定款又は寄附行為、登記事項証明書及び役員の名簿
③
申請者が法第１１条第１項第２号から第４号までの欠格条項に該当しないことを
証する書類：宣誓書又はそれに類する書類
※「様式ダウンロード」にある「宣誓書」をダウンロードして記名押印したものを添付することが簡便です。
　　 ④　義務履行に関する誓約書：
※「様式ダウンロード」にある「誓約書」をダウンロードして記名押印したものを添付して下さい。
※以下の書類は該当する場合に忘れずに添付いただくよう、再掲しています。
⑤　工場等の所在地等が確認できるHPの写しや「事業概要」「会社概要」等（１の
(3)関係）
⑥
「事業者認定」を証する書類の写し（２の(1)①関係)
⑦　記載のある納品書等の例（２の(1)②関係）
⑧　分別管理の実際がわかる写真（２の(2)①関係）
⑨　記載した行動規範や調達方針等（２の(2)③関係）
３　その他
　　照合・確認等の効率化のため、以下の情報提供をお願い致します。
	①（ある場合）貴社(殿)のHPアドレスを教えて下さい。
	　　　　　　　　　　　　＠co.jp

	②記載内容等に責任をもってお答えていただける方の氏名、メルアド等を教えて下さい。
	(役職)
(氏名)
(電話番号)
(メルアド)

	③申請書の発送時に、Wordファイル形式で別途右記宛てご送付ください。
	E-mail：touroku@jafta.or.jp




